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経済学研究 51-1

北海道大学 2001.6 

G. v. マイヤーの第二義統計理論の再構成

一一「自己観察j概念の現代的展開一一一

岡部純

序

コンピュータ・ネットワ…クの発達によっ

て，われわれの統計活動のあり方は様々な局面

で変化を遂げている。そうしたなかで，今後の

統計活動の領域を拡大・深化させる可能性があ

る先端分野として，組織内の業務統計の作成と

利用が注自されている。業務の電算化によって

組織の活動記録がデータベース化され，これま

で難しかった集計や利用が可能になってきたか

らである。

ところが，これまで統計学界では業務統計の

作成と利用の理論問題について必ずしも多くの

議論が交わされてきたとはいえない。このよう

な状況は20世紀の統計学界の特殊な理論的伝

統の帰結といえる。なぜなら，第 1に，これ

までの統計学界には統計の数理解析の研究に比

して，統計の作成・調査プロセスの研究を軽視

するという傾向があったからである。数理統計

学の調査論軽視の傾向は，すでにドイツ社会統

計学の初期の理論家から日本の批判統計学の理

論家に至るまで，多くの社会統計学者が指摘し

続けてきた難点の一つである。業務統計も調査

統計も数値であるという限りでは同一だが，こ

れら数値の形成プロセスは大きく異なってい

る。にもかかわらず，業務統計の価値を，その

作成論理の違いに還って評悠するという関心は

おのずとマイナーな関心とならざるをえないと

いうのが現状である O 第 2に，統計の作成・

調査プロセスの研究を重視する社会統計学者の

側はどうかというと，彼らの凋では，統計の主

要な作成プロセスは集団観察であり，したがっ

て調査統計が主要な統計形態であるという信念

が非常に根強く働いている。いうまでもなく調

査統計とは国勢調査のように特定の社会集団を

対象に調査票を設計して，配布・閤収し，その

記入内容を集計した統計のことである。標本認

査も集団観察の代用法である。これまで調査統

計を雛形に精綴化されてきた社会統計学は，業

務統計を部次的な統計として軽視したり，識査

統計の枠組みで強引に理解するなどの難点があ

ったことは苔定できない 1)。

本稿の目的は，統計学一般のこのような問題

点を洗い査す予備作業として，まず社会統計学

の伝統的な基礎理論にメスを入れ，問題点を現

代的に定式化することである。そのために，以

下では，今日，業務統計と呼ばれる統計形態に

対し， r第二義統計Jという定義を付与し，包
括的な検討を加えた最初の統計学者， G.v.マ

イヤー (Georgvon Mayr， 1841-1925) 2)の第二

義統計理論の会貌を改めて間い叢す。マイヤー

は， ドイツ社会統計学の創始者であり，統計調

1)悶部純一「官僚制約組織と業務統計の暴礎概念J，
杉森，木村編 f統計学の思想、と方法』北海道大学図
書刊行会， 2000， 87…118賞。

2) G.v.マイヤーの略歴と学説については， F.Zめn，

‘Georg von Mayr'， Allgemeines Statistisches Ar悶

chiv， Bd.盟，S.Hi.G.v.マイヤー，高野岩三郎訳

『社会主主i震における合法郊性J(大原社会問題研究所
綴，統計学古典選集X)，栗田委庖， 1944， 1-21 

頁。有悶正三， r社会統計学研究J，ミネルヴァ書
房， 19630 il言問周炎 f経済統計論の利用問題J，産
業統計研究社， 1988。
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査論発展の基礎を築いた理論家である。マイヤ

ーは，社会統計学のその後の継承者達と違っ

て，第二義統計を社会統計の重要な漉泉として

非常に重規していた。それゆえ，マイヤ一理論

を注意深く検討してゆくと，今日までほとんど

省みられなかったにもかかわらず，現代の業務

統計の一般理論を解明する上で，きわめて重要

な概念が提示されていたことがわかる。

以下では，マイヤーの第二義統計理論が最も

先鋭に提示されている彼の晩年の主著 f統計学

と社会理論jの第 1巻 f理論統計学jの第 2

版 3)を中心に考察する O これを現代的な観点か

ら検討し，弱点・難点を批判し修正することに

よって，逆に，彼の理論に秘められていた現代

的あるいは超現代的な論点をあらためて浮き上

がらせる。すなわちマイヤ一理論の現代的再構

成に主棋を置く。最後に，この作業を前提に，

業務統計の発達に対応、した将来の社会統計学の

理論的地平を素描し，議論を喚起したい。

第 1望書 マイヤーの集盟中心視角と第ニ義統

計理論

第 1鮪

今日，業務統計は以下のように定義されてい

る。「非統計的自的で確認ないし記録された事

件，事象についての業務上の記録や計数から，

業務関係の下部機構を調査客体(調査単位また

は報告単位)として，上意下達の組織系統で作

る統言十J4)と。統計対象の性質の違いと，統計
作成主体が統計の源泉となる記録を獲得する形

3) Georg von Mayr， Statistik und Gesellschaftslehre， 

Bd. 1 Theoretische Statistik， 2 Aufl.， 1914， Paul 

Siebeck， Tubingen， 1. C. B. Mohr [Paul Sie悶
beckJ. Bd. 1の1~ V Abschnittのうち， 1 ~盗

Abschnittについては，大橋隆憲訳『統計学の本質

と方法J小寝苦手応， 1943として翻訳されている。
ただし以下訳文は必ずしも訳書に従わない。

4)大震祐雪『統計情報論j九州大学出版会， 1995， 159 

頁。

式の違いに応じて，さしあたり以下 4つの形

態の業務統計を列挙することができる 5)。

(1)被務査者としての由民，企業等の届出・

申告等にもとづく政府統計

(2)申告者からの申告・届出等を前提とせ

ず，官庁自身がその所管業務について作

成した業務記録にもとづく政府統計

(3)国家的企業(公社・公団等)の業務記録

にもとづいて作成される統計

一一以上が，政府業務統計。

(4)企業等の民潤団体の業務記録にもとづい

て作成される統計

一一以上が，民間業務統計。

これとは対照的に，国勢調査や事業所・企業

統計調査に代表されるような，調査機関が機関

外部の個人，世苦，企業，事業所等の大集団と，

調査票を介して一時的(あるいは周期的)に接

触して得られた統計は「調査統計jと呼ばれて

いる。標本調査に基く統計もこれら大集団を母

集盟に想定した，調査統計の一類型である。こ

のような調査統計と対比すると，業務統計は作

成プロセスが異なる全く異質な統計といえる。

5)業務統計の本格的な形態分類に最初に取り組み，日

本の業務統計研究の基礎を築いたのは上杉正一郎氏

の第二義統計環論である。上杉正一郎「資本主義留

における第二義統計ーの諸形態Jr統計学j第8
号， 1960，及び，上杉iE一郎「第二義統計としての

経済統計についてJr東京経済大学六十濁年記念論
文集.i1960，あるいは上杉正一郎『経済学と統計j

青木書庖(改訂新版)1974参照。上杉氏の形態分

類を批判的に再構成した論考として，森博美「業務

統計の作成論理とその構造Jr経済志林』法政大
学， 59-4， 1992， 112頁以下，及び大庭祐三雪，前

掲誉， 154-158 W参照。森，大震氏同様，本稿も，
上杉氏が第ニ義統計の一形態として別に取り上げて

いた「経済行政官庁が所管事務に関する資料とし

て，法令により，または事実上，監督下におかれて

いる私企業から徴収した報告にもとづく統計Jを上
の(1)形態と[2)形態とに振lり分け，統計報告

調整法の対象となる承認統計も業務統計から徐外し

た。そして民開業務統計を [4)形態として追加し

た。民間業務統計論についての問題提起として大

屋，前掲番， 161…163頁参照。
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この業務統計の論理を検討し，その実践的・理

論的利用について評価するのが現代の業務統計

理論の課題であるヘ

この業務統計を調査統計から概念的に区別

し， r第二義統計J(sekund益reStatistik)として
性格競走することによって，現代統計学の業務

統計理論の枠組みを最初に規定した統計学者こ

そ，まさにドイツ社会統計学の創始者G.v. 

マイヤーである O マイヤーが第二義統計の概念

を本格的に打ち出したのは，彼の娩年の主著『統

計学と社会理論Jの第 1巻「理論統計学J
(Theoretische Statisω，)の第 2版 (1914年)に

おいてである。第 1巻「理論統計学jの初版

はすでに 1895年に公刊されているが， f第一義

統計と第二義統計J('Primare und sekundare 
Statistik' )という節は，この第二版になって独

立の節(第 18節)としてはじめて挿入されて

いる。

マイヤーはこの「第一義統計と第二義統計」

という節で，次のように述べている。「統計が

その観察に従事する社会集団は，その基礎的な

観察行為を起こす発起力にしたがって，明らか

に対置しうる二つのグループに分けることがで

きる。そしてこの二つのグループはまた実践統

計学(戸地tischeStatistik)のあらゆる倒別部門

においてまさに対照的に際立っている」と (G.

v. Mayr， Statistik und Gesellschaftslehre， Bd. 

1， 2 Aufl.， 1914， S. 55.大橋経憲訳 f統計学の

本質と方法.1， 1943， 138頁。以下 fMayr，S.

1 訳書・・頁」と略記する)。

「干士会集閤の要素の，存在あるいは発現を，

一由的にあるいは継続的に確認 (Feststellung)

しようとする動機は，統計的関心(statistisches 

Interesse)そのものから生ずることがある。そ

の場合，既存の統計的関心が，権威ある機関と

りわけ国家権力の側から取り上げられ，調査計

6)岡部純一「統計調査論J，経済統計学会 f社会科学
としての統計学第 3集j1996， 75…78葉，参照。

画を通じて再検討されるのである。また，私人

の発意によって，特殊な統計的関心から，社会

集団についての同様の観察が行われることもあ

る。このように，社会集留の要素について，会

く新たに行う一一他の観察行為によっていまだ

代替されていない一一…調査によって得られた統

計を第一義統計(primareStatistik)と名づけよ

う。したがって第一義統計とは，社会的な集団

=事実の確認が，統計的関心から，まず第一に，

この関心から提起される場合をいう。J(Mayr， 
S.55，訳書 138頁)

しかし社会集閣の蒸礎的な観祭は f統計を得

ょうとする動機とは異なった他の動機からも広

範におこなわれている。とくに，成義の公的行

政に対して，各種の特殊な公的関心からーーす

なわち組織的な行政活動によって，法を保護

し，多種多様な文化的課題を追求しようという

関心からーーその行政の会活動領域に含まれる

社会集団の個々の要素をある場合には一間的

に，またある場合には特に継続的に，注意深く

観察・確認しなければならないような課題と義

務が生じる。この場合，法的および文化的関心

の保護という課題がまず第一段としてあるので

ある。このような保護のために社会集団要素の

観察を必要とする場合，その場合に，第二段と

してこの観察に統計情報への利用が結びつきう

るのである。J(Mayr， S. 56，訳書 139頁)マイ
ヤーはこのように， r第一段として統計以外の
他の自的で既にえられている社会集屈の要素に

ついての確認を，第二段として，この社会集団

についての特殊な統計上の認識を得るために利

用する場合J(Mayr， S. 56，訳書140貰)，この

ように作成される統計のことを「第二義統計j

(sekundare Statistik)と定義したo fこの区別は

行政統計においてきわめて大なる意義をもって

いるが，私統計においても意義なきものではな

いJ(Mayr， S. 56，訳書140頁)とされる。

ここで提示された「第二義統計Jという概念
は，今日の業務統計理論が依拠する理論上の出

発点になっている。現代の業務統計理論はこの
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第二義統計概念の精綴化と部分的批判によって

成り立っているといっても過言ではない7)。

第 2節

それでは，マイヤーの第二義統計理論は彼の

理論統計学のなかで，どのように位置づけられ

ていたのだろうか。

前述したようにマイヤーは，行政統計と私

統計とを間わず，第一義統計と第二義統計の二

分法が， r実践統計学のあらゆる個別部門にお
いてまさに対照的に際立っているjと強調して

いる。彼は，理論統計学の各章で第一義統計と

第二義統計との対照を，その技術的説明の詳細

に至るまで，あえて際立たせていた。それどこ

ろか「第二義統計は，実践統計学のあらゆる部

門において大きな意義をもち，また，統計の科

学にとってもそれを豊かに建設するためのきわ

めて重要な基礎の一つであるJ(Mayr， S. 56，訳
140頁)と高く評価していたのである。この

ようにマイヤーの社会統計学は，第二義統計の

価値を今日から見ると意外に思えるほど高く

価していたのである。だからマイヤー理論にお

いて第二義統計が「第二義的jと形容されるの

は，第二義統計が第一義統計に比べて実践上，

副次的な価値しか持たないからではない。

マイヤ…の場合，第二義統計という規定は，

統計の利用価伎の違いに基く規定ではなく，統

計の形成過程の違いに基づく規定である。すな

わち，第二義統計はf統計目的以外の他の目的j

(Mayr， S. 56，訳書140頁)からたまたま「第

二義的jに派生した統計と考えられたのであ

7)第一義統計と第二義統計の区別はその後のドイツ社

会統計学に引き継がれた。 F.Zi量ek，Grundriss der 
Statistik， 2. Aufl.， Munchen出ldLeipzig， Ver1ag 

von Duncker & Hurnblot， 1923， S. 57ぺ)4.及び

P. Flaskamper， Allgemeine Statistik. Grundrisse 

der Statistik， Teil l.， 2. Aufl.， Hamburg， Rich-
ard Meiner， 1949， S. 195.大橋陵慾・足手目玉長男共

訳w-紋統計学j農林統計協会， 1953， 247-248:ilf 
を参照。

る。問題はここでマイヤーが本来の f統計的関

心J(Mayr， S. 55， 138頁)と考えていたの
は，どのような関心のことだ、ったのかという点

である。マイヤーにおいて本来の「統計的関心j

とは， r社会集盟J(soziale Masse)を悉皆集団
観察(erschりpfendeMassenbeobachtung)という

方法で精密に研究することであった。

ドイツ社会統計学の創始者マイヤーが，この

ように「社会集盟」の観察を重視し，これを統

計的関心の核心に据えたのはなぜ、だろうか。マ

イヤー自身は，その理由を『統計学と社会理論j

の第 1巻「理論統計学jの冒頭部分(第 I

第 2節)で，次のように説明している O すな

わち，彼によると，

「人間の多数は事実上無関係に孤立的に併存し

ているわけではない。このことはまた，人間の

個々の行為・事件の多数についても，これら行

為・事件の残留結果についても同じことであ

るo (中略)これら多数者の諸要素は，文化の

向上と共に豊かになる内的な多種多様の特殊諸

関係で結ぼれる。ごく眼られた範囲に限ってみ

ても，備えば，人類初期のごく単純な原始状態

においても，無力な幼見をめぐって，人と人と

の筒に各種の内的な特殊諸関係が存在していた

ことは疑いない。かかる諸関係に基づき，強弱

の差はあれ，諾個人の問に結合が生じ，この結

合がある種の共通の努力や行為となって現れ

る。(中田各)きわめて多様な局面で，至るとこ

ろに，個人を超えて存在し，個人を各種の仕方

でその内へ取り込んでいる，特殊な結びつきを

した人間集団の諸々の構成体があることをわれ

われは知っている。J
「このような諸関係が人間の多数者の間に絶え

ず存在し，集団の様々な分化に伴ってこうした

諸関係が絶えず新しく形成されているという

を指して，われわれは最も広い意味で社会化

(Vergesellscha立ung)と呼ぶことができるであ

ろう。そして，この社会化によって生じた新構

成態(Neubildungen)のことを社会圏(層，群，

構成体)と呼ぶことができょう。社会化の性質
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が多かれ少なかれ緩やかなものを社会的層

(soziale Schichten)，社会的群(sozialeGruppen) 

と称し，強聞な構造をもっ結合体を社会的構成

体(sozialeGebilde)と称してよかろう。J
「社会的層，群，構成体はきわめて多様な性質

をもっている。個々人は同時に種々の社会盟に

所属しているが，時の経過につれて個々人の所

与の社会留への参加には多様な変転がある。こ

れから問題にするものは多様に社会化された人

間集団であるが，これを熊単に社会集聞と名付

けてよいであろう O

これら一切の社会障の基底は，所与の場と時

とで限定された個々の人間の多数者である。す

なわち人間の同ーの集団現象が，きわめて緩や

かな利益田体からきわめて強固に構成された法

人とくに国家に至るまでの，様々な社会的構成

体を充たしている生きた素材の大きな土台をな

しているのであるoJ
「このほかになお，入閣の社会生活の産出物

としてあらゆる種類の社会的分泌物(soziale

Sel王retionen)が問題になる。僻えば法律，慣習，

ごとき非物的な性質のもの，および，特

に向上やむことない諸国民の経済的発展がます

ます広範踏にわたって創り出す物的な性質のも

の，これら全てがそれである。社会生活が生み

出すこれらの物的な諸分泌物は大半，集団状態

と集団現象の性質を帯びており，先行する一切

の経済過程から，消費や生産に役立つ経済貯の

総在高という形をとって，独立した存在に発達

するに至っているのである。J(以上Mayr，
S. 3-4，訳書 5 8頁)

以上の抜粋には，マイヤ一社会統計学が視野

に約めていた社会システムの会領域が巧みに表

現されている O この論述からマイヤ}が， r社
会集出jを社会システムのもっとも基底的な土

台と考えていたことがよくわかる。

たしかに，マイヤーは社会集団が構成する社

会留に社会集団が創出する社会的分泌物と

が，社会集団に対して相対的に独立した存在で

あり，したがってそれらが現に社会諸科学の独

立の対象領域となっていることを十分承知して

いた。例えば，彼は，当時ドイツの社会政策学

を「社会的題特に保護を要する社会的層につい

ての学J(Mayr， S. 24，訳書61-62頁)と考え，
社会的構成体の研究を行う特殊社会諸科学のう

ちで極めて重要なものとして国家学を考えてい

た(Mayr，S. 25，訳書64頁)0また，マイヤー

は「社会生活の観念的分泌物で独自の存在をも

つものについて，それを対象として成立してい

る社会科学J(Mayr， S. 25，訳書64頁)として
・宗教学・倫理学・法学・美学・哲学を

あげていた。内士会関係および社会活動を恒常

的に支配しているような個々の趨勢Jに関する
特殊社会科学として豊かに発達した一つの学問

類型として「狭義の経済学J(Mayr， S. 25，訳
63頁)をあげていt::.o このようにマイヤ

は社会図とくに社会的構成体について，それを

社会集団からみて「何らかの意味で新しいも

の，それを構成する要素から独立なもの，非従

属的なものJ(Mayr， S . 20， 
ていた 8)。

49頁)と認め

ところが，マイヤーは，そのような社会圏や

社会的分泌物を，それと関連する社会集団の研

究を跨まえずに直接研究することに対して，方

法論上の疑念を抱いていたのである(例えば

Mayr， S. 50，訳書62-63頁)。社会集団こそが，

社会濁の f生きた素材の大きな土台」であり，

8) r原始待代の群[ifl生活，あるいは文努イとした今日の
人間社会の形相にllPしていうならば，家族生活とい
った，きわめて単純な形態の社会E主体から， "国家，
国民，教会といった大規模に形成された諸々の社会

弱体に至るまでの，一切の種類の社会団体は，事実

上，社会的な新構成態をなしているのである。しか

もそれが程度のままはあれ，存在している要素または

出現・消滅する要素とは独立に，独自の存在として

存立を続け，特殊な集回生活活動の源泉となってい

る。もちろん，後者のこの集団生活活動は，一部は

望書素的ニエ諸個人自体の努力や行為によって，また一

部は，その呉体的な社会団体において指導的な地位

を持つ特殊な人身の努力や行為によって， J主体化さ
れて外部に現れることはいうまでもない。J(Mayr， 
a. a. O. ，S. 20， 訳書事49]'f) 
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社会的分泌物の創出主体だから，これをまず精

密に研究する必要があるはずだ、と考えたわけで

ある。その役割を担うのが社会集留の科学とし

ての統計学であった。それゆえ統計学が，社会

諸科学の核心領域を担う基礎科学であるという

構想が，マイヤーの f統計学と社会理論』構想
の本旨だ、ったのである O マイヤーは，悉皆大量

観察の結果を類別し洞察すれば，社会集問の具

体的・歴史的姿態、が記述され(Mayr，S.193，訳

書459頁)，さらに進んで，社会現象の規則性

・類型・相関関係についての「合法則性jが学

問的に認識される (Mayr，S. 34，訳書85頁)と

考えていたのである。このように，マイヤーが

社会集団の観察を統計的関心として最重要視し

たのは， ドイツ社会統計学創設の原動力となっ

た彼の統計思想に基づいているのである。

かくしてマイヤーはまさに社会集部の観察方

法を基準に，第一義統計と第二義統計を区別し

た。すなわち，社会集団を寵接把握するのが第

一義統計，社会集部を「統計目的以外の他の目

的」から間接的に把握するのが第二義統計と規

定した。本稿では，以下，マイヤーの社会集団

中心の統計観を「集団中心視角」と呼ぶ。この

ような集闇中心境角は，現代の統計学にも引き

継がれ，統計を「社会的集団を語る数字j，あ

るいはより抽象的に「集団を記述する数量」と

考える思考様式が，一種の通念に近い形で引き

継がれている 9)。

第 3節

マイヤーのこのような「集団中心視角jの問

題点は，次章以降で順次検討する。だがその訴

に，マイヤーの社会集団概念は，すでに現代的

な観点から，ある限界を有していたと考えられ

ているので，まずその点をここで指摘しておか

なければならない。

9)大震・広悶・聖子村・是永編 f統計学J産業統計研究
社， 1984， 13賞。 f統計学辞典j東洋経済， 1989， 1 
頁。

その限界とは，マイヤ…が個々の法人組織や

事業所組織を集団観察の観察客体として統計理

論上，十分理論化できなかったという限界であ

る。すなわち，マイヤーが最も基底的な社会集

司と考えていた集団は，前述の抜粋に示したと

おり，自然人出の集団である「人間集団(Men-

schenmasse)jであった。人濁集閣があらゆる

社会システムの基底であり，生きた素材である

という思考は，徹麗したヒュ…マニズムに基づ

く社会思想上の重要な思考といわざるをえな

い。だが，統計調査の実際においては，統計調

査対象はそう衛単に人間集団に還元できない場

合がある。今日，統計調査の車接の対象集団は，

人間集団だけではない。集団観察の観察単位

が，自然人だけでなく世帯・法人・事業所等で

あるというのは今日の統計調査ではごく普通の

ことになっている O 例えば，集団観察は多数の

工場の集団を対象としうる。倍々の工場組織が

従業員集閣の交互作用の諸結果であり，その分

沼、物の累積によって構成されているとしても，

統計調査の擦に工場経織は l偶の社会的活動

単位と見なされ， 1枚の調査票で調査される。

工場組織等の事業所・法人は，マイヤ}のいう

「社会的構成体」に相当するO 前述のごとく，

マイヤーは「社会的構成体」について円可らか

の意味で新しいもの，それを構成する要素から

独立なもの，非従属的なもの」すなわち「新構

成態j (Mayrふ20，訳書49頁)と認めている。

それにもかかわらず，マイヤーは個々の社会的

構成体(事業所・法人)を社会集団の構成単位

と見なすという論理をけして採用しない。マイ

ヤーの社会集団概念の中にはこのような俄別の

社会的構成体を単位とした集団が含まれていな

い。このように，マイヤ一統計学は，社会理論

10)マイヤーは，最も基底的な社会集団が人間自身の集

[iljであるからこそ，統計学は自然諾科学と精神務科

学とに隣接すると考えた。なぜ、なら人間自身が自然

的および精神的存従だからである。 Mayr，a. a. O. ， 
S.l，訳書 1 2頁，及び、S.26，訳書65頁。
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上，社会的構成体を「新構成態jと認めながら，

統計調査論上は方法論的個人主義に閤執してい

ることになるのである。以下で見るように，こ

の点こそがマイヤーの統計学に深刻な混乱をも

たらすことになるのである。

このように，マイヤーの社会集団論が人間集

団中心の理論体系となっているのは，第 lに，

彼の社会統計学体系が近代社会統計成立期の重

要統計である人口統計を中心に組み立てられた

体系になっていたことと無縁ではない。実際，

マイヤーの f統計学と社会理論jは「理論統計

学jと「実践統計学jに分かれ， r実践統計学
の体系は，人臼統計論(民勢論)，道徳統計論，

教育統計論，経済統計論，政治統計論の五部よ

りなるJと構想されていた。その際，マイヤー
が実践統計学を人口統計論と「社会統計論」に

IR分し， r人口統計論を除く上記の間部門を『社
会統計論jなる標題の下に総括するつもりであ

るj(Mayr， S. 207，訳書493頁)と構想してい

たのは， r人口統計百命Jを別格に扱っていたた
めである。しかも， r統計学と社会理論iは，
第一巻「理論統計学j，初版， 1895，第二販， 1914 

と第二巻「人口統計論J，初販， 1897，第 2
版， 1926と第三巻「道徳統計論j，1917まで刊

行されたが， r経済統計論jが主要内容をなす
と予定されていた(Mayr，S. III，訳書，第二版

!字書)第四巻は完成を見なかったのである。こ

のようにマイヤーの社会統計学は事実上人口統

計中心の体系になっているから，現代の統計活

動の観点から振り返ると克服すべき理論的限界

が指摘できるのは当然といわなければならな

い。マイヤー以降のドイツ社会統計学者達も，

その後，人口統計中心のマイヤ一社会統計学体

系を乗り越える中で，社会集団概念の事実上の

拡張を図っているのである11)。

第 2に，マイヤーは『統計学と干士会理論.1，

11) F. Zi拙， a.a.O.，及び P.Flask畑 per，a. a. O.参

照。

第一巻，第一章で、社会学(Soziologie)ロ)を積極

的に取り上げて批判しているが，その一方で，

人間集問中心の彼の社会集団論は，当時形成途

上にあった社会学の社会集団論と通底している

部分があるといわれている。社会を，人間集団

の交互作用の諸結果であり，その分?必物である

と考えるマイヤーの社会観は，当時における社

会学的社会観としてもっとも普遍的なものであ

ったからである 13)。ただし，マイヤーが社会集

団の主要種類として想定していたのは， (1)人間

集問， (2)人間の行為および事件の集団現象

(Massenerscheinungen)， (3)このような行為お

よび事件の集団結果(Masseneffekte)，である

(Mayr， S. 5，訳書12真)。マイヤーが社会集団

の主要種類としてい)の人間集関だけでなく，人

潤集毘の「分泌物jである(2)，(3)を重視し，論

究していたという事実は，彼の統計学が，社会

学的社会観から大きく一歩を踏み出していたこ

とを意味している凶。マイヤーが指摘していた

ように，その後，経済の発展は，経済財という

f物的な性震の社会的分泌、物Jの増大という形
をとり，統計務査の主たる諜題もこれら経済過

12)マイヤーは，統計学を最広義の「社会務科学J(Ge-
sellschaftswissenschaften)の一分野と規定した。そ

れに対して，マイヤーの‘Gesellschaftslehre'概念

は，国家学，経済学等の学問分聖子を内包した広義の

「社会科学J(Gesellschaftswissenscha立)に近い概念
といえる。一方，マイヤーは， A.ComteとH.Spen-

cerを創設者とする当時の社会学(Soziologie)の位賞

付けに苦慮していた。「一切の特殊=社会議科学を

超えて総括されたきわめて一般的な一個の学を問題

とすべきものが社会学であるJ(Mayr， a. a. 0.， 
S.22，訳書54頁)という当時優勢な見解に対して，

マイヤーはこのようなことでは「社会学は他の学問

の生産物で自分の材料を構成する-~協の折互史学であ

るといいうるJ(Mayr， a. a. 0.， S.19，訳書48頁)
と批判している。そこで本穏では‘Gesellscha立swisω

senschaft'をf社会科学jと，‘Gesellschaftslehre'を
ちoziologie'と区別して「社会理論jと，‘Soziologie'

を「社会学jと訳し分けた。

13)木村太郎 f改訂統計・統計方法・統計学j産業統
計研究社， 1992， 215頁。
14)木村太郎，前掲警.215賞。
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程の観察に大きく傾いて行ったのである。それ

に伴って，企業法人や事業所を単位とする「社

会集団jの観察結果から作成された経済統計

が，きわめて重要な意味を持つようになって今

日にきさっているのである。国民経済計算体系が

その最たる例といえよう O

このように，資本主義社会の社会システムを

研究するために，市民社会を構成する「社会集

団jの研究が，研究戦略上，きわめて重要なポ

イントであるというマイヤーの統計思想が持つ

方向性は，今日の統計活動からみても説得力あ

る考え方といえる。しかし，市民社会を構成す

る活動の単位，及び情報表明の単位は，自然人

だけではない。法人組織等も社会の構成単位と

いわざるをえない。マイヤーの社会集団論は市

民社会のこのような重層的構造を捉える上で不

十分であったといわざるをえない1九

第2章 第二義統計に欝する 3つの性格規定

前章ではマイヤーの第二義統計理論が彼の理

論統計学のなかで，どのように位置付けられて

いたのかについて検討した。次に本意ではマイ

ヤーの第二義統計理論の具体的内容について立

ち入って手食言すを加えよう。

マイヤーは第ニ義統計に対して，理論的に

3つの観点から性格規定を行った。すなわち，

第二義統計は(1)間接統計観察の所産であり， (2) 

とりわけ動態調査の所産であり， (3)対自観察の

所産である，と O マイヤーが第二義統計を以上

3つの側面から多面的に考察していたという

事実は，今日ほとんど顧みられていない。これ

15)木村太郎氏は資本主義的統計生産形態の統計史的研

究から，資本主義社会のi主要な社会集6ftは，人口の
集団か，企業等の諸施設の集問か，このこつの集悶

のいずれかであると指摘している。もともと私的所

有のまま礎は個人であるが，資本主義社会の発達に伴

って，単なる俄人を単位とした社会集団と法人格を

もっ私的所有を単位とした社会集団とが分裂し，相

互に独立した社会集団を形成するよになると説明し

ている。木村太郎， 前掲害警， 129-130夏。

ら3つの性格規定はいずれも統計調査論すな

わち統計作成プロセスの分析から導出された性

格競走である O 以下で見るように，マイヤーの

以上 3つの性格規定には，理論的に来展開な

部分や，論旨が錯綜している部分もある。それ

にもかかわらず，そこには，現代の業務統計現

を構築するために，きわめて示唆に富むいく

つかの間題提起が含まれているのである O そこ

で，以下ではこの 3つの性格規定を順次検討

しよう O

第 1節第ニ義統計と間接統計観察

マイヤーは，第二義統計の観察プロセスであ

る「間接統計観察J(abgeleitete statistische 
Beobachtung)を，第一義統計の観察プロセス

である「直接統計観察J(unmittelbare statis側

出cheBeobachtung)から区別した。産接統計

観察とは， r統計観察機関自体が観察客体ある
いはその客体についての責任ある代理人に面接

し，その存否および定量関係を自らの看取ある

いは確証を以って認識する場合をいう。Jこれ
に対して，間接統計観察とは f統計的捕捉を行

おうとする社会要素について，統計以外の根拠

から行われた観察であるが，統計観察の要件に

適った様式ですでに観察が行われており，ただ

その確認結果を統計日的に利用することだけが

問題である場合をいう。J(Mayr， S. 71， 

175-176貰)ここで，マイヤーは，統計以外の

白的で技集された材料を，統計の領域に借りて

くるためには，統計以外の根拠から行われた観

察の仕組みが「統計観察の要件J(Erfordemis-
sen statistischer Beobachtung)を満たしていな

ければならないと説明している。「この要件と

はすなわち，観察機関として働く諸機関が観察

客体に間接できるか，あるいは，事物の具体的

な形相によっては，社会要素についての自らの

看取および確証に基づいて統計目的に利用しう

る悉皆的な記録を作成しようと思えば作成しう

ることである。J(Mayr， S. 71，訳書176頁)す
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なわち， r統計観察の要件」とは，その観察を
干士会集問の悉皆集匝観察に転用しうる諸条件の

ことである。

間接統計観察は，社会集団を悉皆集団観察す

る以前に，r統計以外の根拠から行われた観察J

が前提されている。マイヤーはこれを， r本源
的な非統計的観察J(ursprungliche nichtstatis同

tische Beobachtung) (Mayr， S. 85，訳書206頁，

及びS.92，訳書222頁)と呼んで、いる or本源
的な非統計的観察Jの諸結果は，公的・私的な「文
録(aktenm拙igeVerzeichnu昭 )J(Mayr， 

S.66，訳書 164頁)の形で存在している。た

とえばマイヤーは，公的な文書記録として， r~JH 

時記録されたレジスター(Register)，台帳

(Kataster) ，登録簿(St印1ITlbucher)[例えば戸籍

簿，徴税台帳，徴兵基本台帳，前科簿JJ(Mayr， 

S.233)を例示している。また，私的な

録として， r簿記(Buchhal加ng)Jや簿記に記載
されていない務確認，例えば「商談の記録J
(Mayr， S. 252)を例示している O

このような文書記録から統計を抽出するこ

と，これこそが間接統計観察である。これは文

ら組織的に f写記または抄録を作成す

る」行為以外の何ものでもない。僻えばマイヤ

ーは行政機関の間接統計観察を rl.間接観察
の地方分査。これは，原初的には統計を呂的と

せぬ観察の結果を，文書に記録したその問ーの

機関が，統計の用に供しうる抄録を作成すると

いった方法によるものo 2.文書がーカ所もし

くは数カ所の中央機関に送致され，そこではじ

めて抄録が作成されるという形式で行われる潤

接統計観察。 3.統計委員を所定の文書保管所

に派遣し，そこで各所の文書抄録を作成させる

場合。J(Mayr， S. 85，訳書206…207頁)に分類

している O このようにして集計された結果数値

が第二義統計である。

車接統計観察は f統計上の発問Jを f生きた
材料である社会要素本人，あるいは寅任ある代

理人Jに向けるのに対して，間接統計観察は，
いわば「過去の文書記録の死せる材料jに向け

ることになる (Mayr，S. 57，訳書 141頁)。直接

統計観察は「理論上一般に考えられる聞の中か

ら自由に発問を選定しうるjから統計観察の企

画に際しては， r完全に独立な実査案を立てる
ことが問題となるjのに対して，照接統計観察

は「以前に行われた別様の諸調査についての利

用案が問題であるに過ぎないJ(Mayr， S. 66， 

164頁)，前統計的段階に著しく制約され

た受動的な観察とマイヤーは考えるO このよう

に間接統計観察は，車接統計観察と対比して「統

計上の発問Jと実査案の立て方に根本的な相違
がある O

ただし，統計家が行政家に影響を与え， r本
滅的な非統計的観祭jのあり方を変形させ，統

計作成上の要求を加味して改善させる可能性は

ある (Mayr，S. 57，訳書 141頁， S.66，訳書164

及びS.81，訳書197頁)。マイヤーは， r本
源的な非統計的観察」が，統計的関心から観察

事項の追加という変形を被った事例として，統

計的関心から戸籍吏が人口動態事例を記録する

に当たり，戸籍登記法に規定されていない諸種

の報告を付記する事倒をあげている O また，統

計的関心から f本諒的な非統計的観察jの捕捉

網が拡大された事例として，輸出財貨の統計記

録が，関税および財政技術上の理由からではな

く，もっぱら統計上の考麗から行われる事例を

開示している (Mayr，S. 81，訳書 197頁)。マイ

ヤーは， r関係官庁の統計的感覚が一層発展す
ることによって，統計家もまた行政家に影響を

与え，行政上の確認を，将来ますます改良し広

く統計報告を得ることを妨げるものではな

い。Jと主張する (Mayr，S. 57，訳書141只ノ 0

このように統計作成上の要求が， r本源的な非
統計的観察Jの内容を変形させる，その度合い
に応じて，間接統計観察は直接統計観察に近づ

く。その場合，第二義統計は，半ば第一義統計

的性格を帯びてくるわけである。このよう

例は今日でも注目され議論されている刷。

16)この点に隠する，丸山博氏と上杉lE一郎氏との関の
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2. 

第二義統計の定義からして，間接統計観察と

は第二義統計の作成行為そのものである。しか

し，第二義統計が間接統計観察によって作成さ

れる統計であるという，マイヤーの説明の中に

は暗黙の課題が臆されている。すなわち，第二

義統計の原データとなる文書記録が，どのよう

な性格の記録なのか，そしてこの記録を作成す

る「本源的な非統計的観察jとは，何を呂的に，

f可を対象にした，いかなる観察なのか，という

聞が不問に付されているのである。

マイヤーは「本源的な非統計的観察Jが f統
計観察の要件J，すなわち，社会集団を対象と

した悉皆集団観察に転用する条件が整っている

場合に限り，そこから第二義統計が抽出できる

と説明しているに過ぎない。逆にいうと， r本
源的な非統計的観察Jとは，つねに「統計観察

の要件Jを満たすとは限らない観察である。こ
のことは論理的に非常に重要である。なぜな

ら， r本源的な非統計的観察Jの一般的な対象
は，社会集団以外の何か別のものでとなる可能

性があるということが論理的に前提されている

からである O したがって「本源的な非統計的観

察Jとは，一般に何を対象にした観察なのか，
ということが関われて然るべきである。

「本源的な非統計的観察Jの内容がはっきり
しないと，そもそも上述のマイヤーの論理自体

が駿味なものとなる O すなわち，

①「本源的な非統計的観察Jの内容がはっきり
しないと，その観察が， r統計観察の要件J

議論については，丸山i導「人口動態統計調査史考J
I統計学J6号， 1958.4，及び，上杉正一郎 f資本
主義郎における第二義統計の務形態J1960参照。
貿易統計に関しては，工藤弘安「藤品分類に隠する

国際標準分類の系議Jr経済と文化j所収，新評
論， 19910 rレジスター・ベースの統計作成システ
ム」に関しては工藤弘安「統計調査における情報提

供(ill)J r絞済研究.J.成城大学， 128巻， 1995， 85 
頁参照。

をなぜ満たすか，なぜ満たさないかについ

て，そもそも問えなくなる。

②統計的関心が f本躍的な非統計的観察」の

あり方をどの程度変形しうるかという問題

は， r本源的な非統計的観察」の本来の性格
規定をはっきりさせない限り議論できない。

第二義統計を，間接統計観察から作成された

統計という，ただこの一商だけから理解する

と，第二義統計の価値は必然的に過小評倍され

ることになる。前述のごとく，間接統計観察そ

れ自体は，いわば過去の文書記録の死せる材料

に向けられた，受動的な観察だからである。統

計調査論の意義を重視したマイヤー以降の社会

統計学者達は，第二義統計を，調査の企画・実

施過程の大部分を省略した統計として較規し

た。だが，マイヤー以降の社会統計学者逮にお

ける調査論重視の思考の不徹底さは明らかであ

る。彼らはマイヤーと向様に集団中心視角に依

拠していたために，第二義統計を潤接統計観察

の側面から一面的に理解するだけで， r本源的
な非統計的観察Jの内容にそれ以上踏み込まず
に済ませようとしたからであるm

しかし，マイヤー自身は，集団中心視角に依

拠していたにもかかわらず，第二義統計を間接

統計観察とは別の側面から分析し， r本源的な
非統計的観察Jの性格競走に迫ろうとした。こ
の事実は今日あまり知られていない。次にあげ

る， r動態調査jや「自己観察jという観点か
らの考察は，まさに「本源的な非統計的観察J
の性格競走に迫るものであった。

第 2節第二義統計と動態調査

前述のごとくマイヤーは「社会集団Jを，人

17)捲川虎三『統計利用における基本総題〔現代詩版).J

産業統計研究社， 1988， 87頁参照。なおこの著作

の原典は 1932年に刊行された。 P.Flask回 per，a. a. 

0.， S.195-197，訳書247-250頁。
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間集関・人腐の行為および事件の集団現象・こ

のような行為および事件の集団結果，という

3つの相に分けて考えていた。マイヤーは「こ

れらが一般的な社会発展の流れの中に置かれて

いるものであり，したがって運動，すなわち絶

え間なき変動(Veranderung)あるいは交替

(Wechsel) ，のうちに震かれているものである

ことJ(Mayr， S. 49，訳書 124貰)に注呂する
必要があると考えた。そのために，マイヤーは

社会集団を次のように区分した。すなわち， rあ
る部類の集団においては，交替現象があると共

にそれと並んで一個の……この交替現象自体に

よってある程度その状態は影響されるが一一一比

較的永続しうる集団の基底が存夜している。し

たがって，このような集留は燐陪調査によって

効果的にその確認をなすことができるのであ

る。」このような集団をマイヤーは「静大

(Bestandsmasse) Jと呼んだ。一方， r他の部
類の集団においては，動的現象の継続的な並列

が集関の特質をなす。その場合の集団は，ばら

ばらの独立の瞬間現象の一結果から成り立って

いるから，このような集団は個々の現象を継続

的に統制することによってのみ集団観察に付し

うるものであるJ(Mayr， S.49，訳書124-125

頁)として，このような集聞を「動大量

(Bewegungsmasse) Jと呼んだ。静大量の例と
してマイヤーは， r人口，建物・家蓄・在庫瀦
品の現在高，関人・学生の現在員数，等々jを

あげ，動大量の例として「出生と死亡，国境を

通過する商品移動，犯された犯罪，一学期掲の

学生の入学と退学，等々」をあげている (Mayr，

S.49，訳書 125頁)。このように，マイヤーは

運動する社会経済過程を，静態的側面と動態的

側面とに分けた上で，静大量の統計観察を，狭

義の‘Z油lung'(r計変J) と名付け，動大量を観

察するために動大量の個々のケースを継続的に

記載(登録)[Anschreibung (Registrierung) ] 

することを，狭義の‘Verzeichnung'(r記録J)と

名fすけた。このZ滋uung'と‘Verzeichnung'とい

う用語は，大橋経憲氏によって臼本に翻訳され

た際， r静態調査Jと「動態調査jと意訳され
た。

青事大量とは「恒常的な諸要素と変化しうる諸

要素とから絶成されているJ(Mayr， S. 49，訳

125頁)が， r統計学の対象としてはある程
度人工的にその運動を一瞬間堰き止め，仮に変

イヒがないと見なして観察考がきめた時点の下で

それを瞬間調査に付することができょう。j

(Mayr， S. 50，訳書125貰)r静態調査とは，問
時的に存在する社会要素の総在高について，一

回あるいは定期的に繰り返して行う観察であ

る。J(Mayr， S. 80，訳書 195頁)一方，動大量

と規定された「動的現象の継続的な並列jは「そ

れ自体が持の関数である出来事(Ereignisse)で

ある。J(Mayr， S. 83，訳書202頁)このように
「時間的に継起する社会要素の出現を継続的な

統計観察に付するJ(Mayr，S.8D-81，訳書196
貰)ためには， rその集団の偲々の要素の全系
列を継続的に統制(fortgesetzteKontrolle)する

ことが是非とも必要になる。J(Mayr， S. 50，訳

書 125貰)

すでに述べたとおり，第一義統計と第二義統

計の区分は，基礎的な観察行為を起こす主目的

が，社会集関を対象とした悉皆集団観察にある

か苔かという表基準に基づく区分であるから，観

察形式が静態調資か動態調査かを基準とする区

分とは理論的に位相が異なっている。したがっ

てマイヤーは， r静態調査の場合にしろ動態誠
査の場合にしろ，第一義統計あるいは第二義統

計が問題となるJ(Mayr， S. 81，訳書196頁)と
説明している O

「しかし，事実上はJ次のような傾向がある
とマイヤーは明言している。すなわち，第一義

統計の統計観察は主に静態調査の形をとって現

れ，第二義統計はとりわけ動態調査の形をとっ

て現れる，と。すなわち， r事実上，第一義統
計の主たる領域，すなわち統計自体を得ること

を第一の呂的とする統計観察の主たる領域は，

静態調査(たとえば人E誠査・職業統計・農業

および溜工業経営統計)の領域にあり，これと
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lま異なり，第二義統計はとりわけ動態調査の形 祭活動に影響を与え， 1本源的な非統計的

をとって現れる(たとえば犯罪統計・敗政統計

・教育統計の大部分)。なぜ、なら，広大な地域

にわたって一間的に行われるべき静態調査にと

っては，比較的短期間を限つてのみ，無数の調

査員を一時的に駆り集め，所要の統計観察機関

網を備えうるからである O これに反し，

に対して単に統計上の理由からだけで，静大量

の場合のように観察機関を継続的に常置するこ

とは一般的にきわめて国難であろう O したがっ

て動大量について絶えず観察を続けるために

は，統計百的以外に法律上および行政上の必要

から継続観察が行われていることが必要であ

り，統計上の考慮は第二次的なものであるに過

ぎぬJ(Mayr， S. 81，訳書 196-197貰)と O こ
のように，マイヤーは，動大量に対する継続的

な統計観察は，事実上，間接統計観察でなけれ

ばならないと明言していることになる O

マイヤーの動態調査論は，第二義統計の情報

源である「本源的な非統計的観察Jの一般的形
式を解明する一つの視点を提示していることに

なる。すなわち「本源的な非統計的観察Jの主
な形式は動態調査という形式ではないか，とい

う問題提起である。その場合， 1本源的な非統

計的観察jから形成される前統計的な文書記録

の主な内容は，時の経過と共に随時確認された

出来事の記録の集合ということになる。

統計の主要な形態はこのように出来事を記録単

位とした社会集屈(動大量)についての悉皆大

ということになる。

2. 

しかし，すでに述べたように，ここでマイヤ

ーは事実上の傾向を指摘しているだけであっ

て，論理必然的に動態調査が第二義統計の形成

原理に一致すると規定していたわけではない。

マイヤ…の叙述から例外的事例を拾い上げると

次のようにまとめられる。

a.動態調査から第一義統計が獲得される場合

1 )統計作成上の要求が，動態調査を行う観

観察」のあり方を変形させ，第二義統計が，

半ば第一義統計的性格を帯びてくるケー

ス。これについては，すでに前節で，

吏による人口動態記録や，輸出財貨の統計

記録の事例として取り上げたが，それらの

諸事例はまさに動態調査であった。

2 )動的現象の調査が一定期間に限って単に

一部認査的にのみ行われるケース。動態現

象の「選定されたわずかな小部分J(Mayr， 
S.6，訳書14頁)についての部分調査を，

マイヤーは「第一義統計的な調査J(担ayr，
S.81，訳誉197 と呼んでいる。マイ

ヤーは，次のように述べている o1人間の

行為については，偲々の人間自体の場合と

同じ様な悉皆集団観察は望みえないのであ

って，たとえ人類が希望したところで，自

分たちの一切の行為を継続的に悉皆的に集

部観察に付し，それから結果を導出すると

いう能力はもっていないのである。したが

ってこの場合には，行為のほんの一部分を

条件付きでごく狭い範囲に限って選定し，

それだけを継続的に集団観察して，これを

社会科学的研究に利用しうるにとどまるJ
(Mayr， S.6，訳書14貰)と則。

b.静態調査から第二義統計が獲得される場合

統計以外の他の動機からおこなわれる静態調

査についてマイヤーは必ずしも多くを諾って

いないが，行政活動の業務自的に付寵した静

態調査 (1同時的に存在する社会要素の総在

高について，一屈あるいは定期的に繰り返し

て行う観察J)の事制として，行政による「有

18)インドでは， I選定されたわずかな小部分jについて
Sample Registration Surveyという動態調査を実施

している。全国から無作為に抽出された小地域の調

査受任者(多くは小学校教締)は， 6千以上の地元
の出生・死亡件数を継続的に観察し，不僚の多い人

口動態記録をチェックしている。 CentralStatistica1 

Organisation， Govemment of lndia， Guide to Offi-

cial Statistics in lndi，α， 1999， p 41-42. 
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権者，ある稜の約税義務者，兵役義務者等々」

の確認をあげている (Mayr，S. 217)。マイヤ

ーによると，行政活動が「社会集屈とその要

を官庁的なやり方で確認する機会jは「継

続的に(f，おor武吋t廿la出uf，金en凶d)続く」だだ、けでなく f時折

(von Ze出i註tz剖uZei社剖tり)到来するJと説暁してい

る(主Mayrム，S.217) 削

以上，例外的な特殊事訓から明らかなこと

は，動態調査の論理は第二義統計の論理に解消

されないし，逆に，第二義統計の論漂は動態調

査の論理に解消されないということである O

3. 

マイヤーは， r一般生産統計・収穫統計・賃
金統計・儲格統計等々J(Mayr， S. 56，訳書 139
貰)を動大量に関する第一義統計に含めてい

る。だが，これは，静態調査によって獲得され

に関する第一義統計を，動態調査によ

って獲得された第一義統計と混同したものとい

える却)。

運動する存在の数量的観察は，時点的観察と

時間的観祭とのこつの観察形式をとらなければ

ならない。時点的な観察による観察結果が静態

り，時隠的な観察による観察結果が動態

る2九例えば，年間工業出荷額等々の数

経済行為について特定期間についてフロ

ー概念でとらえた動態最である O

しかし，このような動態量は，統計観察機関

の動態調査によって誼接獲得されるわけではな

19)ただし，動態調査の結果がストック形式に集計され
た場合，そのような集計結来は静態量といえるが，
静態調査によって獲得された統計とはいえない。岡

部純一「官僚制約綴織と業務統計の基礎概念J92 
資参照。マイヤーも指摘しているように，動大量は
「時間的発展の形棺を容易に捉える目的のために，
選定された一定期総に対するその一定の累績を統計
学の対象としてその構造を解明するためにも，ある
殺度，務大量に擬制され毒事大量と向様に研究され
る。J(Mayr， S. 50，訳書 125-126夏)
20)この論理矛慮についての詳しい考察は，木村太郎f統
言十学あれこれj産業統計研究社， 69-90頁。
21)木村太望日，前掲害警， 80--81頁。

く，まず，個別企業(事業所)の内部記録から

間接的に獲得される。私統計を重視するマイヤ

ーの理論を徹底させるならば，これら個別企業

(事業所)の内部記録から獲得された動

は，個別企業(事業所)が自身の経済活動を動

態調査することによって獲得した当該企業

業所)についての第二義統計と考えるべきであ

ろう。個加企業(事業所)自身の立場から見れ

ば，彼ら自身の内部記録は，時間的に継起する

個々の生産行為や消費行為を継続的に記録した

動態調査と見ることができるからである。

それに対して，全国年間工業出荷額等々の形

で集計された生産統計は，統計観察機関が，あ

る特定時点、に，全ての倒別会業(事業所)を直

接の対象に据えて静態調査することによって獲

得された動態量の統計である O すなわち，統計

観察機関は，個別会業(事業所)を観察単位に

据えた静態調査によって，各個別企業(事業所)

の内部記録から獲得された動態量を当該金業

(事業所)の量的属性(量的標識)として観察

し，このように観察された各個別企業(事業所)

毎の動態量を全ての個別企業(事業所)につい

て集計した結果，獲得された統計であるO

前章で指掠したように，マイヤーは個別企業

(事業所)を独立の観察単位と認めないから，

このような観察単位の動態量に関する静態調査

を動態調査と混同しているのであるO これは前

霊堂で指摘した，マイヤーの統計調査論上の方法

論的個人主義によってもたらされた混乱の一つ

である。

以上，マイヤーの動態調査概念によって， r本
源的な非統計的観察」の理論的解明にきわめて

重要な視点が提示された。しかし，第一義統計

と第二義統計の区別は，静態調査と動態調査の

区別と，理論的位穏が微妙にズレている。

義統計の論理と動態調交の論理とは，

なる部分が多いとはいえ，別次元の論理といえ

る。第二義統計の情報源である f本源的な非統

計的観察jは，動態調査という観点だけでは説
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明し尽くされない辺)。

次に見るように，行政や私的団体の動態調査

は，動態調査一般には還元し切れない，ある特

殊な動態調査，すなわち自己観察のための動態

調査なのである。

第 3節第二義統計と自己観察

マイヤーは， r社会要素の悉皆集団観察は，
それを行う動機が統計を得ょうとするものであ

るか杏かにかかわらず，全て，自己観察である

か，あるいは他人の状態および過程の観察(他

者観察)であるかそのいず、れかであるJ(Mayr， 

S.71，訳書 176頁)という注目すべき見解を

提示している。しかも，マイヤーは，この自己観

察(Selbstbeobachtung)と他者観察(Fremdbeo-

bachtung)という概念を， r統計観察の本賞(We-
sen der statistischen Beobachtung) J (Mayr ， 

S.70，訳書 175頁)として提示しているので

ある。だが，この事実に着目する論者は今日に

至るまでほとんどいない。

他者観察とは「観察者自身には帰属しない，

観察者に関係のないJ(Mayr， S. 72，訳書178

頁)(S. 72.178)状態及び過程についての観察で

ある。自然科学における観祭一被観祭という関

係と問様，統計観察の多くが，観察者の被観察

者に対する他者観察として行われていること

は，今日ではあたかも自明のことであるかのよ

うに考えられている。ところが，マイヤーが観察

者の観察者自身に対する観察23)という，今日の

通念からするときわめて特異な観察様式を，統

計観察の本質として理論的に提示していたとい

22) しかし，業務統計の動態調盗論は今日の社会統計学

の理言量的なフロンテイアである。数理統計学が動態

調査の瑳論的解明にどの程度効力を発揮し，限界が

あるかという問題は，業務統計理論から統計学一般

を向いEますよで一つの論点になる。木村太郎，書官掲

著書， 104-105][，参照。
23)自己を対象にするとは，自己を二重化するというこ

とである。 r人間は他人がいなくとも考えるとか話

うことは驚くべきことといわねばならない。

自己観察の事例としてマイヤーがあげている

のは次の 3つの類舗である。

a)家計簿や営業簿記のような家計や企業等

の相互に無関係な自己観察が組織化され，組織

的に収集され，統計として利用される事例i。こ

れについて，マイヤーは「たとえばかかる仕組

みによるものとして家計簿の統計があり，古く

はE.Engelによって作られ，また最近は私統

計の形で特に組織労働者について幾度となく作

られているJ(Mayr， S. 71，訳書176-177頁)

と例示している。

b)集団観察者が観察行為を被観察者自身の

自己観察に委ねる「自計主義(Selbstz油lung)J

(Mayr， S. 72，訳書178頁)の事例。マイヤー

は，この場合自己観察が「集団についての組織

的な他者観察に役立つことがあるJと説明して
いる。

c)法人が，発達した事務機構によって，そ

の活動領域における重要な過程を，ある程度自

動的に自己観察する事例。マイヤーによると「自

己観察は，私法上・公法上の法人が，十分な技

術によりその事務処理および収支記録を傍える

に主る場合に，十分整備されることとなる。も

っともこの場合，技術上の事務(たとえば行政

各部門の)および収支記録を監督するには，そ

の領域における重要な過程をある程度自動的に

記載し，その法人の立場からすれば自己観察を

あらわす一個の機構の存在を必要とする。Jr各
種官庁の行政活動についての報告，株式会社の

生産および取引に隠する報告は，技術的な過程

記録の併としてあげることができょう。また，

収支記録の自己観察の領域からは，徹底的に組

すとかいう類約機能をはたすことができる。…人間

は自己自身を他人の地位におくことができる。J(L. 
Fe田 rbach，Das Wesen des Christentums，船出信一
訳『キリスト教の本質j岩波書庖， 48][) 
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織化された自己観察としてのあらゆる穫類の計

算機構が現れることになる。J(Mayr， S. 72，訳
177真)そして「この場合，事柄の性質上，

普通，悉皆集団観察の諸条件は一般に満たされ

ているから，たとえ第一の自的が必ずしもつね

に統計を目的とするものでないとしても，これ

らは統計目的に役立つ自己観察の主要な領域を

なしているJ(Mayr， S. 72，訳書 177貰)とさ
れる。

a)， b)では家計簿・営業簿記において行

われている多種多様な観察が，実は，家計・事

業者の自己観察であると謂察されている点がま

ず重要である制。しかし， a)， b)で取り上

げられている組織的な観察の事例は，単に他者

観察(静態調査)の被観察者(他者)が，自己

観察(内部記銭等)をもとに自己の属性を観察

者に表明するという事例があいまいな形で説明

されているに過ぎない。これは前節で指掃した

ように，むしろ他者観察(静態謁査)の特殊事

例と見るべきであろう。

一方，マイヤーがここで提示している事例で

際立っているのは， r統計目的に役立つ自己観
察の主要な領域をなしているJと説明されてい
るc)の類例に属する，法人(行政や株式会社)

の自己観察である。第二義統計と自己観察の関

係は，このc)の類例を中心に考察すべきであ

ろう。

2. 

集団中心視角に立脚するマイヤーから見ると

自己観察より他者観察の方が「はるかに重要で

あるJ(Mayr， S. 71，訳書 176頁)。なぜなら，

24)ただし，マイヤーの自己観察という概念は，各家計
の家計計算のように「他人観察(他者観察およびあ
る程度の自己観察)J (Mayr. a. a. O. . S.1.訳書 2
J'{)に近い観察から，経営・行政等の社会組織の自
己観察に至るまで，幅広い内容を含んでいる。だが，
自己観察が単なる個人観察以上の社会観察たりうる
条件については関われていない。

悉皆集団観察を直接行う(車接統計観察を行

う)とは，社会集自の諸要素に対して他者観察

を行うことにf也ならないからである。しかし，

自弓観察という概念によって，われわれは，第

二義統計の根本的混解に至る糸日を得る。すな

わちわれわれは第二義統計の間接統計観察が前

提にしている「本源的な非統計的観察jを，当

該機関の「自己観察」としてあらためて理解し

直すことができるのである。そして，この自己

観察という概念によって，われわれは，はじめ

て，マイヤーが「本源的な非統計的観察jと呼

んだ観察に説明を加え，それが，何を目的に，

何を対象にした，いかなる観察であるか，とい

う向いに答える重要な手掛かりを得るのであ

る。

まず，われわれは「本源的な非統計的観察J
の観察対象を考える決定的に重要な手掛かりを

得る。というのは「本源的な非統計的観祭Jが
自己観察であるならば，この観察の観祭対象は

まさに「本糠的な非統計的観察」を行う観察者

自身であるということになるからである。すな

わち，統計自的以外の根拠から f本源的な非統

計的観察jを行う，当の本人・当の組織こそが

この観察の対象となるのである。先程の併によ

ると，自己観察を行う，家計・事業者，及び行

政・株式会社等の法人自身が自己観察の観察対

象となるのである。

自己観察とは，まず，このような家計・

者，及ぴ行政・株式会社等の法人が自分達の活

動及び状態を，継続的あるいは一間的に観察(動

態調査及び静態調査)することである。前節で

見たように「本源的な非統計的観察Jが主に動
態調査の形式をとるのは，自己観察の主要な形

式が，動態調査形式だからである。その場合，

動態調査とは自己の活動の継続的な記録に他な

らない。時滞的に継起する出来事の時系列的な

流れとは，この場合，当該機関の f活動jその

ものである。しかし，自己観察の形式が，会て

動態調査の形式である必然性はない。自己の状

態を一国的・定期的に観察する静態調査形式の
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自己観察もあり得るのである。

マイヤーは「本漉的な非統計的観察Jが，社
会集団の悉皆集盟観察に転用されるのではな

く，そのまま自己観察として機能する局面につ

いて，行政統計を例に次のように述べている O

「第二義統計がもっぱら行政に関する数量的な

説明義務(R，巴chenschaftsablage)の見地から提示

される場合，そのような統計をとくに業務統計

(Gesch政sstatistik)と名付けるJ(Mayr，S.218)

とO この場合， r説暁義務」とは行政が自己の
活動について報告する義務のことである。自己

の活動について報告・説明するためには自己観

察が必要である。すでに見たように，マイヤー

は f本源的な非統計的観察Jを統計以外の根拠
から行われた観察と規定しているが，これは，

厳密にいえば，社会集屈の悉皆集団観察を直議

の目的としない侭か加の根拠から行われた観察

という意味である。統計呂的以外の加の日的，

根拠とは，自己観察を必要とする様々な諸事情

のことである or説明義務jという根拠はその
一併といえる O

それではこのように自己観察から成立した

「本源的な非統計的観察Jが， r統計観察の要件J
を満たし，社会集団の悉皆集団観察に適用でき

るのはなぜか。マイヤーは次のように説明して

いる。「全ての行政活動は?士会集閣と密接不可

分の関係にある。J(Mayr， S. 217)私企業の経
済活動もまた取引先や顧客グループと密接不可

分の関係にある (Mayr，S. 250) 0 たしかに，行

政活動や経済活動は，抽象的に自己完結するも

のではなくべ何らかの活動対象(他者)を想

定しているといえよう O たしかに，公的・私的

機関の自己観察は，必ずしも他者の直接観察で

なくても，自己の活動を観祭する中でその活動

対象に含まれる他者を間接的に観察できる。だ

からマイヤーが主張するように，このような公

25) G. W. F. Hegel. Grundlinien der Philosophie 
desRechts， 1921， Werke， Suhrk剖np，S.49-50.岩
崎武雄編， r ヘーゲル1.中央公論社， 192-194賞。

的・私的機関の活動の内容次第で，活動対象に

社会集団の諸要素が含まれ「統計観察の要件j

を満たすilJ龍性があるわけである O 統計的関心

が特定の機関の「本源的な非統計的観察Jのあ

り方をどの程度第一義統計的に変形しうるかと

いう問題も，当該機関の自己観察の諸事情に時

して議論できる。

しかし，各種機関の自己観察を社会集団の悉

皆集団観察に転用して第二義統計を作成すると

いうことは，この観察の構造及び主旨からいっ

て，副次的かつ限定的なものといわざるをえな

い。自己観察の本来の機能から考えると，マイ

ヤーが行政統計を倒に定義した「業務統計」概

念の方が「第二義統計J概念よりも，自己観察
の本来の主旨に近い，より一般的な概念といえ

る。そこで，本稿ではマイヤーの概念区分を援

用して，特定磯関が何らかの自的で自己観察を

行った結果生まれた統計一般を「業務統計Jと

再定義し，そのような自己観察のー側菌を悉皆

集極観察に転用して得られた統計を f第二義統

計Jと再定義して区別する。
マイヤーは，統計調査論上の方法論的個人主

をここでも貫徹させ， r自己観察とは，綴織
的な悉皆的な集極観察の条件を満たす場合にお

ける個々の自然人の行為であって統計上の性質

をもつものだけをいうJ(Mayr， S. 71，訳書 176

と，あえて限定を付けている。しかし，マ

イヤーが「統計目的に役立つ自己観察の主要な

領域Jと説暁している行政や株式会社による自
己観察は，自然人の行為を超えた法人による自

己観察であるから，彼の論理は矛盾していると

いわなければならない。むしろ，行政や株式会

社の業務統計は，組織(社会的構成体)の自己

観察を前提に作成されたと考えるべきではない

か。そして， r本源的な非統計的観察Jにはこの
ような組織(社会的構成体)それ自身が表現さ

れていると見るべきではないだろうか。だが，

それを認めると，集団中心視角に立つマイヤー

の統計学は全面的に再構成しなければならなく

なる。マイヤーはあえてそのような理論展開に
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踏み込もうとしなかったのである。

マイヤーが統計目的に役立つ自己観察の主要

な領域として強調している前述の類例 c)にお

ける法人(行政や株式会社)とは，どのような

統計作成主体であろうか。「本源的な非統計的

観察jが自己観察の所産であるとするならば，

それは一体どのような法人の自己観察なのだろ

うか。日常的に自分達の活動及び状態を，継続

的あるいはー閤的に観察(動態調査及び静態調

査)することができる法人級織とはいかなる組

織だろうか。特に動態調査を経常的に遂行する

ためには持続的で堅実な業務記録システムが必

要である国)。すなわち fその領域における

な過程をある程度自動的に記載し，その法人自

体の立場からすれば自己観察をあらわす一倍の

機構の存在を必要とする。J(Mayr， S. 72， 
177頁)偶人や家族・零細企業やゆるやかに組

織された市民団体などは，このような記録シス

テムを持続的かっ堅実に維持するのは難しい。

それでは，近代において，自分達の活動及び状

態、を，動態調査や静態調査の形式で日常的に自

己観察できる組織とはどのような組織だろう

か初。それは，持続的かつ堅実な記録システム

を持った高度に組織化された近代組織，すなわ

ちM.ウェ…パーが官僚棋的組織(burokratische

Organisation)と呼んだ組織にきわめて近い社会

組織といわざるをえない却)。官僚制的組織と

26)マイヤーは f自己綴祭において観察結果の確認に持
久性・室主実性・誠実性を欠くならば，それは満足な

観察の慾皇室となるだろう。Jと述べている (Mayr.a.
a.O. ，S. 74，訳語手 183頁)。

27)今後，コンピュータ・ネットワークの発達によっ

て，官僚制j的組織とは異なる綴織形態のグループ・

組織が，自分遠の活動及び状態を，動態調査や毒事態

調査の形式で日常的に8己観察できるようになる可
能性は否定できない。今井賢一，金子郁容『ネット

ワーク組織論』務波書事!苔， 1988参照。

28) M. Web町 Wirtsclu{斤undGesellschaft， J. C. B. 
Mohr[Paul Siebeck]， Tubingen， 1921-1922， S. 603 

612， 650-ィ578，世士良晃志郎訳『支配の社会学Ij書IJ

文社， 3…142 Jf (以下，訳文は必ずしも訳書に従
わない)。

は，客観的に定められた計算可能な規則(bere-

chenbare Regeln)によって作動し，上下の指揮

命令系統によって非人格的に規律された公的及

び私的な専門「機関J(Apparat)である。官僚制
的組織の特徴の一つは，あらゆる種類の最終的

な決定・処分・指令を文書によって確定し，

録保存するということである捌。マイヤーがf徹

底的に組織化された自己観察としてのあらゆる

種類の計算機構が現れるJ(Mayr， S. 72， 
177頁)社会組織として取り上げている行政や

株式会社とは，まさにウェーパーがいう官僚制

的組織に他ならない制。

第3章業務統計理論と将来の社会統計学

資本主義社会は一面で市民社会であり，個人

・世帯を構成要素とする社会集毘や，企業・団

体を構成要素とする社会集盟を主要な担い手と

している。社会経済に対して社会集留を介して

観察した結果数値が調査統計である。したがっ

て，社会統計学が伝統的に社会集団に一面的に

田執し，調査統計を原点に発達してきたのも十

分根拠があるといわなければならない。しか

し，他方で，現代の資本主義社会は，企業・産

業組織や行政綴織によって，きわめて複雑に組

織された社会である。公的な組織であれ，私的

な組織であれ，官僚制的組織の事務管理部門が

発達すると，組織の経験・成果を経常的に記録

・調査するシステムが確立する。このような官

僚制的組織をよりどころに集計された，官僚制

29) r官庁に勤務する官吏の総体は，それに対応する物
財や文書撃の設備と合して， r役所j(Buro)(これは私
的経営ではしばしば『事務所j(Kontor)と呼ばれる)

を形成する。J(Weber， a. a. 0.， S. 651.訳書， 61 Jf) 
30)ウェーパーは，官僚制j的綴織という概念を，官庁で

あるか私企業であるかの別を問わず共通に妥当する

概念として教えて提示している。「国家的な役所の

仕事と私経済的な事務所の仕事とが内面的にまった

く異ったものであるという考えは，ヨーロッパ的，

大慾約なものであって，アメリカ人には全く無縁で

ある。J(Weber， a. a. 0.， S. 651.訳， 62頁)
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的綴織に関する数量的記録が業務統計である。 r社会集盟jから独立なもの，非従属的なもの
現代の資本主義社会を分析し実践的な課題を解 と認められるならば(Mayr，S. 20，訳書49頁)， 

決して行くに当たって，このような業務統計を

活用し，社会制度を研究する意義はますます大

きくなっている。本穏では，マイヤーの自己観

察概念を中心に業務統計と第二義統計の一般理

論を把握する手掛かりを得ることができた。さ

しあたりそれを単純に定式化すると以下のよう

になる。

i )業務統計は統計作成者の自己観察の所産

である

ii)その自己観察とは，動態調査や静態調査

の形式で，自分遠の活動及ぴ状態を日常的

に観察することである

iii) 自分達の活動及び状態を，動態調査や静

態調査の形式で自常的に観察し，かつそれ

を体系的に集約する体制を経常的に維持す

ることができる統計作成者は f官僚制的組

織jである。以上から，業務統計は官僚制

的組織が自分遠の活動を自己観察すること

によって作成された統計と性格規定するこ

とカfできる。

iv)第二義統計は，官僚制的組織の自己観察

の一側面を，部分的に社会集団の悉皆集団

観察に転用した統計に過ぎない

しかし，マイヤーの自己観察概念を中心に業

務統計の把援を徹底させようとすると，マイヤ

ーの統計学は次の点で再構成が必要になってく

る。

α)市民社会を構成する活動及び情報表明の

単位として，自然人以外の法人を観察単位とし

た集団観察に対し，統計理論上，然るべき位置

付けを与える必要がある。一一この問題につい

ては既に第 1牽で取り上げた。

s)法人とくに官僚制的組織の自己観察から
生まれた業務統計について，組織(社会的構成

体)を表現した統計として理論化する必要があ

る。組織(社会的構成体)が，それを構成する

業務統計は「社会集由jに還元できない社会的

存在を表現する統計として新たな理論化を要す

る。一一現代の社会統計学者はa)には容易に

賛関するが， s)に対しては異論を呈するかも

しれない。現代の多くの統計学者はマイヤーと

同様に集団中心視角に立脚しているからであ

る31)。

y)社会集団を直接観察する調査統計と，組

織(社会的構成体)を直接自己観察する業務統

言十とを，統計対象と作成論理が巽なる加の統計

領域として切り離し，それぞれ，別の論理で考

察する必要がある。このこ大統計領域を分ける

最も根底的な基準は， r他者観察jと「自己観
察」という観察様式の違いであった。この観察

様式の違いから，静態調査・動態調査の意義に

ついて再検討できる。第二義統計理論は，業務

統計を調査統計の枠級み(社会集閉の悉皆集団

観察という枠組み)から一面的に扱ったもので

あって，業務統計の本来の姿を理論化したもの

31)既存の社会統計学の「集団中心、視角Jを批判し， I組
織t 構成体jを対象とした「社会測量」という問題

を日本で最初に提起した統計学者は内海康一郎氏で

ある。(内海庫一郎作士会統計学のまま本総量霊j北大

図望書刊行会， 1975，87頁)。しかし，氏の干士会浪u量

論は，市民社会の社会集団が f歴史的過程そのもの
が客観的に抽象した f実体.JJであるという側面を
軽視しているとして批判を受けている(大橋隆憲f統
計学総論上j有信社， 1963， 42 Ji)。本稿は，社会

集団(市民社会)と「綴織z構成体」との対立・葛

藤を教とする新しい問題設定を提示している。これ

とは別に，業務統計を，調査主体の日常約組織系統

の内部で生起する現象を対象にした統計と規定し

て，外部で生起する現象を対象にした調査統計から

区別するという新しい視点を提示しているのが大農

祐雪氏である oIしたがって，この社会のー構成分
子(あるいは組織体)が他の分子(組織体)に依存

することなく，自己の業務遂行j二，必婆な統計情報

を自由に徴集できる系統は，…(中島各)…わたくし

はこの系列で作成される統計を『業務統計jとよ

ぶ。J(大震祐雪，前掲警， 1995， 154 Ji)氏は業務
統計の形成過積を自己主E察に近い論理で説明してい
ると解釈できる。
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とはいえない。

o)このように異質な二つの統計領域を説野

に納めることによって，マイヤーの社会統計学

は「社会集団Jと「社会的構成体Jの相互関係
を研究する学問として再構成することができ

る。すでに第 1章で見たように，マイヤーに

よると，社会集団は絶えず、社会館を形成する。

各種の社会圏の中で最も強屈な結合体が社会的

構成体である。マイヤーが統計学の重要諜題と

考えていたのは， r社会的構成体が及ぼす社会
諸成員への影響，またその逆に，社会諸成員か

らの影響によって実現される社会的構成体にお

ける諸変化J(11ayr，S.21-22，訳書53頁)，こ
れらを研究することであった。すでに見たよう

に，マイヤーの統計学は，社会集団の悉皆集団

観察によって，このうち特に社会諸成員の集団

に視点を合わせた研究に特化しようとした。な

ぜなら，マイヤーは，社会的構成体を精密に観

察することが方法的に難しいと考えていたから

である O それに対し，本稿で明らかにしえたこ

とは，社会的構成体を藍接観察する方法として

理論的に業務統計の利用が考えられるというこ

とであった。しかも，コンピュータ・ネットワ

ークの発達によって，組織内の業務統計の作成

と利用は今B急速に発達を遂げている3九それ

32)今8，コンピュータ・ネットワークの発達によっ

て，組織内の業務統計の作成と利用のあり方は次の

ように変わっている。例えば，現在日本の戦業安定

所は，求人票や求織票を受理し，職業斡旋を行うた

びに，その行政行為について逐一コンピュータ一端

末に入力している。入力情報は会問の職業安定所を

結んだオンラインシステムによって中央で一括管理

され，データベースとしてまとめられている。職業

安定所に設霞されているオンラインシステムの端末

の前に座ると，簡単な操作手頗で指定する事項につ

いて検索・集計を吉尾行させ，行政組織の全体像を様

々な角度から浮き上がらせることができる。業務記

録が書類の集まりとして各部署に分散していた時代

には，簡単な集計だけでも大変な作業を要していた

のである(間部純一 f職安業務統計システムによる
地域研究の可能性Jrアルテス・ J)ベラレス.1(務手
大学)53， 1993参照)。一方，叛売管理の業務統計

が， POSシステムの導入によって飛躍的に拡充し

た民間機関の例はすでに局知のごとくである。

ゆえ，業務統計と調査統計を効果的に絶み合わ

せ，パラレルに対比することによって， r社会
的構成体Jと「社会集団Jとの相互関係を精密
に研究するという課題が，社会統計学の射程に

入っている。とりわけ官僚制的組織と市民社会

の対立・葛藤を含む様々な相互関係を検討する

ということは，近代社会のいわば人類史的課題

といえる。社会統計学がこの問題に産接向き合

うことは意義あることといわねばならない到。

最後に，以上， ß)~ δ) で提示した統計理論

上の課題が実際の統計活動に密接に関っている

ことを鰐証するために，雇用保検業務統計を使

って単純に例示しておくことにしよう(ただし

詳細は別稿へ)。雇用保険業務統計は「雇用保

険ト…タル・システムJのデータベースから作
成されているJ雇用保険トータル・システムj

のデータベースは，各地の雇用保険行政の活動

を記録し集約したものであるから，全体として

見れば，事実上，雇用保検行政の自己観察にな

っている。図表 1は雇用保険被保験者統計が

雇用者集屈に関する濯用統計(第二義統計)と

していかに不十分なものであったとしても，

用保検行政の活動範簡の観察としては十分価値

がある，一穫のパラドックスを例示したもので

ある。たとえ第二義統計として使い物にならな

い業務統計であっても，官僚制約組織を記述し

33)岡部純一 f宮僚制的綴織と業務統計の基礎概念J
参照。だが，ウェーバーも指摘しているように，知

識と行為を秘密にすることによって，自己の権力約

地伎を一層優位に保つために，官僚制約組織は組織

記録を必要以上に秘匿しようとする傾向がある。「プ

ロイセンの官庁統計は，一般に権力の座にある営僚

制の意図を害わないものだけを公表する。J(We-
ber， a. a. O. ，S. 672.訳書， 123頁)一方，官僚鋭的

組織を外務(あるいは内部)から統制する手段とし

て，業務統計の公開請求をするためには，車E織記録
を必要以上に秘匿しようとする官僚制約組織のこの

ような組織利害に対抗しながら，同時に，公開討約

をはっきりさせ，プライパシー保護のため，秘、重宝情

報の範闘を明示イとした上で，組織関係者を説得し協

力を得ながら，情報公開の同意を求めるという複雑

な論議が必要になってくる O
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図表山1 雇湾者数と雇用保検被保険者数の対比 図表-2

(1998年度平均，単佼:万人，公務員を徐く)
r一一一一四

産室用保険業務統計

被保険者数 (A)

言十 3389 や"がi

f労働力調盗j
雇用者数(B)

5121 ヨ 社会的機成体

〈 (雇用保倹行政)

農林漁業 11 41 26 

建設業 294 545 54 

製造業 1030 1247 83 

遂輸・通信業 293 

卸売・4、売業，飲食版業 705 

387 

1190 

|く社会開
756 9 (雇用者集国)

金融・保険，不動産業 177 236 75 

サ}ピス業 849 1430 59 

その他 32 44 72 

注)雇用保険被保険者数は， I一般J，I高年齢継続J，I短期雇用特例jの各被
保険者数の合計

資料)労働省職業安定局雇用保険課 f雇用保険事業年報J1998，総務庁統計局
f労働力調奈年報j1998， 1999。

た統計としては備値ある情報となる場合であ

る。密表 2はこの関係を単純に図式化したも

のである。罰衰-1は，車用保険行政の業務統

計と労働力調査(調査統計)をパラレルに対よと

することによって得られた。対よとのメルクマー

クは産業別に限らない。この対比は，雇用保険

行政と市民社会との棺互関係を統計的に分析す

る糸口を提示している〔前述の δ〕。ただし，

実際に両者の棺互関係はもっと複雑で錯綜した

関係にあることはいうまでもない。

むすび

本稿は，現代的な観点からマイヤーの第二義

統計理論を検討することによって，これまで統

計学者からほとんど無視されてきた， r自己観
察Jという注目すべき概念を発見し，業務統計
と第二義統計の論理を解明する糸口を得た。

しかし，本稿は，マイヤーの『統計学と社会

理論』第 1巻「理論統計学Jの現代的再構成
に主眼を置いたために，マイヤ一理論を当時の

時代的文脈と，彼の学術活動全般から精密に洗

い麗す作業は今後の諜題とせざるをえない。

また，マイヤーの社会統計学は，私統計を視

野に入れていたとはいえ，官庁統計論中心の体

系である。そのため，民間業務統計を理論化す

るためには，本稿の考察は不十分で、あった。こ

れも今後の課題であるO
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